
 

 藤枝市土砂災害警戒区域内住宅移転事業費補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 市長は、土砂災害から住民の生命の安全を確保するため、土砂災害警戒住

宅を除却し、新たな住宅（一戸建、長屋及び店舗等の用途を兼ねるもの（店舗等

の用に供する部分の床面積が延べ床面積の２分の１未満のもの）をいう。以下同

じ。）に転居する者に対して、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その交

付に関しては、藤枝市補助金等交付規則（平成 17 年藤枝市規則第２号）及びこの

要綱の定めるところによる。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、「土砂災害警戒住宅」とは、次に掲げるものいう。 

(1) 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号。以下「法」という。）第３９条第１

項の規定に基づき静岡県知事が静岡県建築基準条例（昭和 48 年静岡県条例第

17 号。以下「県条例」という。）第３条の規定により指定した災害危険区域、

法第４０条の規定に基づき県条例第１０条の規定により建築を制限している

区域及び土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

（平成 12 年法律第 57 号。以下「土砂災害防止法」という。）第９条の規定に

基づき県知事が指定した土砂災害特別警戒区域（同法第４条第１項の規定によ

る基礎調査を完了し、当該区域に指定される見込みのある区域を含む。）に存

する既存不適格住宅 

(2) 土砂災害防止法第７条の規定に基づき県知事が指定した土砂災害警戒区域

に当該指定前から存する住宅 

(3)  事業着手時点で過去３年間に災害救助法（昭和 22 年法律第 180 号）の適用

を受けた区域に存する住宅（大規模地震、台風等により安全上又は生活上の支

障が生じたものであって、市が移転勧告、是正勧告、避難指示等を行ったもの

に限る。） 

(4) 前３号に掲げる住宅に準じるものとして市長が特に指定した住宅 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各

号のいずれにも該当するものとする。 

(1) 土砂災害警戒住宅を所有し、現に居住する者であること。 

(2) 同一の補助対象経費に対する他の補助金の交付を受けていないこと。ただ

し、市長が特に認めたものを除く。 



 

（補助事業） 

第４条 補助の対象となる事業は、補助対象者が土砂災害警戒住宅を除却し、第２

条第１号、第２号及び第３号に規定する区域の外（同条第４号に規定する土砂災

害警戒住宅にあっては、市長が認めた住宅）に転居するものとする。 

 （補助対象経費） 

第５条 補助の対象となる経費は、次に掲げるものであって、市長が必要と認めた

ものとする。 

 (1) 土砂災害警戒住宅の除却費用 

(2) 転居先となる住宅の建設・購入費用（住宅建設に必要な土地の取得費用を含

む。）及び改修費用 

(3) 引越し費用 

２ 補助金の額は、別表のとおりとする。ただし、１，０００円未満の端数がある

ときはこれを切り捨てるものとする。 

 （交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、補助金交付申請書（第１号の１様式）

及び事業計画書（第１号の２様式、第１号の３様式）に別に定める関係書類を添

付して、市長に提出しなければならない。 

（交付の決定） 

第７条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、補助金の交付を

決定した場合は、補助金交付決定通知書（第２号様式）により通知する。 

 （交付の条件） 

第８条 交付の決定に際しては、次に掲げる事項を条件とする。 

(1) 補助事業の内容を変更しようとする場合には、あらかじめ市長の承認を得な

ければならないこと。ただし、交付決定額の２０パーセント以内の軽微な変更

については、この限りでない。 

(2) 事業を中止し、又は廃止しようとする場合には、あらかじめ市長の承認を得

なければならないこと。 

(3) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後

においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用

を図らなければならないこと。 

(4) 補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこ

れらの帳簿及び書類を補助金の交付を受けた年度終了後、５年間保管しなけれ



 

ばならないこと。 

(5) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂行が困難とな

った場合は、速やかに市長に報告して、その指示を受けなければならないこと。 

（変更承認） 

第９条 申請者は、補助事業の変更承認を受けようとするときは、変更承認申請書

（第３号様式）及び変更事業計画書（第１号の２様式、第１号の３様式）に関係

書類を添付して市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、補助事業の変更承認申請があった場合は、内容を審査し、変更の承認

をするときは、変更の承認通知書（第４号様式）により通知するものとする。 

（補助事業の中止又は廃止） 

第１０条 申請者は、補助事業の中止又は廃止をしようとする場合は、廃止（中止）

届（第５号様式）を市長に提出しなければならない。 

 （実績報告） 

第１１条 申請者は、補助事業が完了したときは、実績報告書（第６号様式）及び

事業実績書（第１号の２様式、第１号の３様式）に別に定める関係書類を添付し

て市長に提出しなければならない。 

２ 前項の書類は、当該補助事業の完了の日から起算して３０日を経過した日又は

補助金の交付決定があった日の属する年度の３月末日のいずれか早い日までに提

出しなければならない。 

 （補助金額の確定） 

第１２条 市長は、前条の報告を受けた場合においては、その報告書に係る補助事

業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するもので

あるかどうかを審査し、必要に応じ現地調査し、適合すると認めたときは、補助

金交付確定通知書（第７号様式）により通知するものとする。 

 （補助金の請求） 

第１３条 申請者は、前条の通知を受領した日から起算して１０日を経過した日ま

でに請求書（第８号様式）を提出しなければならない。 

 （補則） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

   附 則（令和３年１０月１日藤枝市告示第２６３号） 

 この告示は、公示の日から施行し、令和３年度分の補助金から適用する。 

附 則（令和６年３月３１日藤枝市告示第６９号） 



 

 この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

別表（第５条関係） 

補助対象経費 補助率（額） 

(1)  土 砂 災 害 警 戒

住宅の除却費用 

２３％と３０万円とを比較していずれか少ない額以

内 

(2)  転 居先とな る

住宅の建設・購入

費用（住宅建設に

必 要 な 土 地 の 取

得費用を含む。） 

次の各号に掲げる区分に応じて当該各号に定める額

とする。 

(1) 同一地域移転（教育委員会が定める藤枝市立

中学校の学区のうち、同一の学区内での転居をい

う。） １／２と７０万円とを比較して、いずれ 

及び改修費用 か少ない額以内 

(2) 前号以外 １／２と５０万円とを比較して、

いずれか少ない額以内 

(3) 引越し費用 １／２と５万円とを比較していずれか少ない額以内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


